
1952年に創業した三愛オブリ（株）は、戦後の復興とともに人々の豊かな生活と産業の発展をエネルギーで支えてきました。
2022年、時代は持続可能な社会を目指し、低炭素社会の実現、働き方改革などさまざまな社会課題を解決するためのイノベー
ションを求めています。三愛オブリグループは、常にお客さまの近くで、新しく、そして確かな価値をお届けしています。

これまでの創出価値

1981 ~
SS（サービスステーション）の
サービス向上と業務効率化を
目指し、直営のSS運営会社
（東京、横浜、愛知、近畿、中
国、九州、福岡）を設立。

2006
LPガス卸売業と小売業を統
合して子会社化。その他、受
発注専門会社を設立。

2008
國際油化（株）（現三愛リテール
サービス（株））の全株式を取得。

2002
創立50周年を機に、コーポ
レートブランド「Obbli」を導入。

1952
日本航空の燃料補給代行特
約店の指定を受け、羽田営業
所を開設。航空機への給油事
業に着手。

1959
神奈川県相模原市に
給油所第1号を開設。

2017
「健康経営優良法人2017
ホワイト500」の認定取得。

1960
国内のLPガス需要が急増した
ことを受け、川崎臨海工業地
帯にLPガス貯蔵用100ｔ冷凍
貯蔵タンク、充填工場を建設。 2004

キグナス石油（株）の全株式を
取得。仕入れの安定化と販売
ネットワークの拡充を図った。

2002
佐賀ガス（株）を設立。その後、
天然ガスパイプラインを敷設
し、都市ガス供給を開始した。

2010
羽田空港国際線地区
供用開始。

2016
電力小売自由化を受け、小売
電気事業者として登録。「オブ
リのでんき」販売開始。

2022
創立70周年を迎え、
商号を「三愛オブリ株式会社」
に変更し、新たな時代の創造へ。

1955
当社開発のハイドラント（消火
栓）式給油施設により、初の給
油が行われる。

1963
LPガス、石油販売の全国展開
を目指し、九州地区の拠点とし
て総合油槽所を建設。

神崎油槽所

1973
除錆、防錆に威力を発揮する
「アポリー」をシリーズ化。

1972
直営給油所35店、特約店
220店、灯油専門店50店と
販売網を拡充。

1971
微生物抑制剤
「サンバック―P」を発売。

1978
ビル建設の総合請負
三愛設備（株）を設立。
（現：三愛オブリテック（株））

1973 ~ 1980
増える需要に応えるべく、
ガス営業所の新設が続く。

熊本ガス営業所

2005
三愛アビエーションサービス
（株）を設立。地方空港での給
油業務を展開。

2008
環境保全活動「三愛オブリの
森」スタート。

1998
茨城県潮来市にある東洋理
研（株）を買収し、研究と製造
を一ヶ所に集中させ統合充実
を図る。

1993
羽田新空港西側ターミナル地
区がオープン。当社が開発し
た給油システムによりエアラ
インとの情報がオンライン化
された。

1998
東京オイルターミナルが稼働。
多様化する顧客ニーズに応え
るため商社機能を充実させる。

2013
太陽光発電システムによる
売電事業を開始。

2022
国連アカデミック・インパクト
SDGsゴ ール9ハ ブ 大 学、
長岡技術科学大学発ベン
チャー企業（株）パンタレイと
提携。「縦渦式風車および水
車」技術開発に着手。

2013
風力発電のメンテナンスサービ
スを担う潤滑油販売部が国際
風力発電展に出展。

2020
羽田空港において
SAFの受入・給油が始まる。

1952
創業者 市村清が石油製品の
販売を主な事業目的として三
愛石油株式会社を発足。ス
タンダード・ヴァ
キューム石油と
代理店契約を
締結し銀座に本
店を構える。

1997
食品業務用微生物簡易測定器
具「サンアイバイオチェッカー
FC」開発、発売。

1968
東京証券取引所第一部に指
定替上場。

1969
化学品メーカーとして商品開
発に着手。東京消防庁と共同
開発した消火剤は全国で大き
なシェアを占めた。

臭気毒性のないスーパーフォーム

1983
川崎ガスターミナル完成。
関東一円の一大拠点として
操業開始。

1984
洗車機用洗剤、ワックスの
製造・販売に乗り出す。

1986
キャッシュレス時代に応えて
ハローカード（現在のオブリ
カード）が誕生。

1950~ 1960~ 1980~ 1990~ 2010~ 2020~
高度経済成長に伴い事業を拡大 人々の

豊かな暮らしのために
積極的な投資と将来を見据えた業容の拡大
お客さまと地域社会のために

ESGへの
取り組みを加速

サステナブルな社会の
実現に向け新たな領域へ石油製品の

統制が解除される
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